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資料１－１  関係機関の連絡先

区分 名  称 所 在 地 電 話 番 号

区

役

所

飾区役所 飾区立石５－１３－１ ３６９５－１１１１

立石地区センター  〃 立石４－２３－１７ ３６９３－４１８１

東立石地区センター  〃 東立石２－１５－７ ３６９２－９３９３

東四つ木地区センター  〃 東四つ木１－２０－４ ３６９２－９３５１

四つ木地区センター  〃 宝町１－１－２２ ３６９３－３８１１

堀切地区センター  〃 堀切３－８－５ ３６９３－５６３７

南綾瀬地区センター  〃 堀切７－８－２２ ３６０４－７１２６

お花茶屋地区センター  〃 お花茶屋２－１－１２ ３６０３－７０３１

亀有地区センター  〃 亀有３－２６－１リリオ館 7階 ３６０１－６７９０

青戸地区センター  〃 青戸５－２０－６ ３６０１－７４４１

新小岩北地区センター  〃 東新小岩６－２１－１ ３６９４－２７８１

新小岩地区センター  〃 新小岩２－１７－１ ３６５３－７１５１

奥戸地区センター  〃 奥戸３－９－１７ ３６９２－９３９１

高砂地区センター  〃 高砂３－１－３９ ３６５９－３３５０

柴又地区センター  〃 柴又１－３８－２ ３６０７－０４０１

新宿地区センター  〃 新宿４－１－１０ ３６００－６０６２

金町地区センター  〃 東金町１－２２－１ ３６２７－５８８１

東金町地区センター  〃 東金町５－３３－６ ３６０７－２１７１

水元地区センター  〃 水元３－１３－２２ ３６０７－４２３１

西水元地区センター  〃 西水元５－３－１－１０１ ３６０７－２１６１

近

隣

区

市

八潮市 埼玉県八潮市中央１－２－１ ０４８－９９６－２１１１

三郷市 埼玉県三郷市花和田６４８－１ ０４８－９５３－１１１１

市川市 千葉県市川市八幡１－１－１ ０４７－３３４－１５０７

松戸市 千葉県松戸市根本３８７－５ ０４７－３６６－７３０９

墨田区 墨田区吾妻橋１－２３－２０ ５６０８－６１９９

足立区 足立区中央本町１－１７－１ ３８８０－５８３８

江戸川区 江戸川区中央１－４－１ ５６６２－２０３７

警

察

警視庁第七方面本部 江東区新木場４－１２－６ ３５２１－９１４８

 〃 飾警察署 飾区立石２－７－９ ３６９５－０１１０

 〃 亀有警察署  〃 新宿４－２２－１９ ３６０７－０１１０

消

防

東京消防庁第七方面本部 江東区森下５－１－４ ３６３３－０１１９

  〃  本田消防署 飾区東立石３－１２－７ ３６９４－０１１９

  〃  金町消防署  〃 金町４－１５－２０ ３６０７－０１１９
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資料１－２ 関係機関の連絡先

区分 名称 所在地 電話番号

道
路
・
河
川
・
建
設

国土交通省江戸川河川事務所 千葉県野田市宮崎１３４ ０４－７１２５－７３１１

  〃  荒川下流河川事務所 北区志茂５－４１－１ ３９０２－２３１１

  〃  東京国道事務所 千代田区九段南１－２－１ 第３合

同庁舎１５・１６階

３２１４－７３６１

  〃     〃  

亀有出張所
飾区新宿４－２１－１ ３６００－５５４１

  〃  首都国道事務所 千葉県松戸市竹ヶ花８６ ０４７－３６２－４１１１

  〃     〃

       金町国道出張所
飾区金町３－４８－２ ３６０７－６４００

建設局第五建設事務所 江東区亀戸２－１０－７ ５８７５－１４３５

 〃 江東治水事務所  〃     〃 ３６９２－４８３２

飾区道路補修課  〃 新宿３－７－２ ３６０８－８２９１

〃 道路保全事務所  〃 新宿３－７－２ ３６０７－１１１４

首都高速道路㈱東京東局 中央区日本橋箱崎町４３－５ ５６４０－４８１０

保
健
・
清
掃

飾区健康部（保健所） 飾区青戸４－１５－１４ ３６０２－１２２２

飾年金事務所  〃 立石３－７－３ ３６９５－２１８１

飾区医師会  〃 立石５－１５－１２ ３６９１－８５３６

飾区歯科医師会  〃 青戸７－１－２０ ３６０２－０６４８

飾区薬剤師会  〃 四つ木１－２１－５ ３６５１－２７２１

飾区社会福祉協議会  〃 堀切３－３４－１ ５６９８－２４１１

東京都血液センター飾出張所  〃 亀有５－１４－１５ ５６８２－２８０１

飾区清掃事務所  〃 立石５－１３－１ ３６９３－６１１３

飾清掃工場  〃 水元１－２０－１ ５６６０－５３８９

上
下
水
道
・
電
気
・
ガ
ス
・
電
話

水道局東部第二支所 荒川区南千住６－４０－１ ３８０２－２９４２

 〃 金町浄水管理事務所 飾区金町浄水場１－１ ５６６０－１１６１

 〃 飾営業所  〃 立石８－１７－４ ５６７１－３１９２

下水道局東部第二下水道事務所  〃 小菅１－２－１ ５６８０－１２６８

 〃  小菅水再生センター 飾区小菅１－２－１ ５６８０－１９９３

東京電力㈱上野支社

東京カスタマーセンター第一
台東区竜泉２－１８－６ ６３７４－８９３６

東京ガス東部支店 江東区猿江２－４－１

広報課 ３６３３－４９９３

お客様センター

０５７０―００２２１１

㈱NTT東日本 東京東支店 台東区上野５－２４－１１ ５６８８－９１０２



3

資
料
編

資
料
１

資料１－３ 関係機関の連絡先

区分 名称 所在地 電話番号

交

通

JR東日本東京地域本社 北区東田端２－２０－６８ ５６９２－６０５５

  〃  新小岩駅 飾区新小岩１－４５－１ ３６５１－００９５

  〃  金町駅 〃 金町６－４－１ ３６０９－３２４１

  〃  亀有駅  〃 亀有３－２５－１ ３６０１－３２２８

JR貨物新小岩操駅  〃 東新小岩２－５－１ ３６９２－４９１９

京成電鉄株式会社 墨田区押上１－１０－３ ３６２１－２５５１

京成堀切菖蒲園駅 飾区堀切５－１－１ ３６９７－４０９６

〃 お花茶屋駅  〃 宝町２－３７－１ ３６９４－８７４４

〃 青砥駅  〃 青戸３－３６－１ ３６０４－４４４４

〃 高砂駅  〃 高砂５－２８－１ ３６０７－１１４４

〃 柴又駅  〃 柴又４－８－１４ ３６５７－２６１９

〃 金町駅  〃 金町５－３７－９ ３６０７－２６２０

〃 立石駅  〃 立石４－２４－１ ３６９１－０８３８

〃 四ツ木駅  〃 四つ木１－１－１ ３６９１－３７３５

北総鉄道株式会社  〃 千葉県鎌ケ谷市初富９２８ ０４７４－４５－７１６１

北総 新柴又駅 飾区柴又５－７－１ ５６９３－４４８８

都バス 青戸支所  〃 白鳥１－８－１ ３６９１－２９０９

京成バス奥戸営業所  〃 奥戸２－９－２６ ３６９１－０９３５

  〃 金町営業所  〃 金町１－１２－１８ ３６０７－５１３８

税

・

法

務 

等

飾税務署  〃 立石８－３１－６ ３６９１－０９４１

飾都税事務所  〃 立石５－１３－１ ３６９７－７５１１

飾法人会  〃 立石７－２９－２ ３６９３－３７４４

東京拘置所  〃 小菅１－３５－１ ３６０１－２１８１

法務局城北出張所  〃 小菅４－２０－２４ ３６０３－４３０５

郵

便

飾郵便局  〃 四つ木２－２８－１ ３６９５－９１０３

飾新宿郵便局  〃 金町１－８－１ ３６０７－２２９２
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資料５  【計 P４６】 

各部局室の名称 分掌業務 

災対政策経営部 （１）災害復旧計画及び復興計画の策定に関すること 

（２）災害に関する広報、広聴及び区民相談に関すること 

（３）報道機関との連絡に関すること 

（４）災害の記録に関すること 

（５）災害対策予算に関すること 

（６）義援金及び義援品の受入れ及び配分に関すること 

（７）電算センター及びデータセンターに設置されている情報システム

の保全及び管理に関すること 

（８）

規則第４６号）第 7 条第 2 項第 4 号に規定する区長が別に定める情

報システムの管理に関すること 

（９）被災者生活再建支援システムに関すること 

災対総務部 （１）総合庁舎の保全及び管理に関すること 

（２）  

（３）法令の解釈及び適用に関すること 

（４）他の部に属しないボランティアの受入れ、派遣及び活動支援に関

すること 

（５）本部及び現地本部の職員の動員及び給与に関すること 

（６）本部及び現地本部の職員の健康管理及び災害補償に関すること 

（７）他の地方公共団体等の職員の受入れ及び派遣に関すること 

（８）労務の調達に関すること 

（９）物品、資材及び器材、食糧等の調達に関すること 

（１０）普通財産用地及び市街地整備用地の保全及び管理に関すること 

（１１）区民税等の災害時に係る特例に関すること 

（１２）救援救助物資及び飲料水等の輸送計画、配分計画及び輸送に関

すること 

（１３）金町浄水場及び水元給水所における給水並びに高砂北公園給水

施設の運用に関すること 

（１４）災害救助法の適用前の応急仮設住宅の建設に関すること 

（１５）区有建築物の被害状況調査に関すること 

（１６）区有建築物の応急修理及び補強に関すること 

（１７）区有建築物等の解体についての調整に関すること 

（１８）その他他の部に属しない災害対策に関すること 

災対地域振興部 （１）本部長室の庶務に関すること 

（２）災害対策事業に係る連絡及び調整に関すること 

（３）防災関係機関との連絡及び調整に関すること 

（４）本部の指令及び要請に関すること 

（５）災害救助法の適用手続に関すること 

（６）防災行政無線の通信に関すること 

（７）遺体の収容計画に関すること 

（８）地域応急活動に関すること 

（９）地域住民に関する情報の収集及び提供に関すること 

（１０）地域住民との連絡及び調整に関すること 

（１１）地区災害対策拠点に関すること 

（１２）地域振興部の所管する施設の保全、管理、被害状況調査及び応
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急措置（当該施設における被害の拡大を防止するための措置をい

う。以下同じ。）に関すること 

（１３）地域振興部の所管する施設に設置される避難所の開設、運営及

び支援に関すること 

（１４）

関すること 

（１５）外国人に係る災害対策に関すること 

（１６）埋火葬等に関すること 

（１７）り災証明に関すること 

災対産業観光部 （１）産業観光部の所管する施設の保全、管理、被害状況調査及び応急

措置に関すること 

（２）産業観光部の所管する施設に設置される救援救助物資集積拠点の

開設及び運営に関すること 

（３）商業、工業、農業及び観光の災害対策に関すること 

災対環境部 （１）環境部の所管する施設の保全、管理、被害状況調査及び応急措置

に関すること 

（２）災害地の生活環境保全に関すること 

（３）公害対策に関すること 

（４）災害により生じた廃棄物（がれき、生活ごみ及びし尿をいう。）の

処理計画及び処理に関すること 

災対福祉部 （１）災害時要配慮者の支援等に関する計画及び調整に関すること 

（２）義援金及び義援品並びに災害弔慰金の支給に関すること 

（３）被災者に対する緊急融資に関すること 

（４）福祉に関するボランティアの受入れ、派遣及び活動支援に関する

こと 

（５） ボランティアセンターとの連絡及び調整

飾区かつしかボランティアセンターの支援に関すること 

（６）高齢者及び障害者の収容計画の策定、収容、援護等に関すること 

（７）福祉部の所管する施設に設置される避難所の開設、運営及び支援

に関すること 

（８）高齢者施設及び障害者施設に設置される専用避難所の開設、運営

及び支援に関すること 

（９）福祉部の所管する施設の保全、管理、被害状況調査及び応急措置

に関すること 

（１０）福祉部の所管する施設の利用者の保護に関すること 

（１１）被災者の生活保護及び生活支援に関すること 

災対健康部 （１）災害医療計画の策定に関すること 

（２）医療救護所の開設及び運営に関すること 

（３）医療及び助産物資の確保及び配分に関すること 

（４）傷病者の手当及び転送に関すること 

（５）医師会、歯科医師会等の医療関係機関との連絡及び調整に関する

こと 

（６）医療救護ボランティアの受入れ及び調整に関すること 

（７）応急医療救護班の派遣要請、受入れ及び調整に関すること 

（８）消毒、害虫駆除等の感染症対策に関すること 

（９）食品衛生及び環境衛生に関すること 

（１０）保健相談及びメンタルケアに関すること 

（１１）健康部の所管する施設の利用者の保護に関すること 
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（１２）健康部の所管する施設の保全、管理、被害状況調査及び応急措

置に関すること 

災対子育て支援

部 

（１）子育て支援部の所管する施設の利用者の保護に関すること 

（２）保育園児及び学童保育クラブに入会している児童の安否確認に関

すること 

（３）児童及び乳幼児の相談に関すること 

（４）子育て支援部の所管する施設の保全、管理、被害状況調査及び応

急措置に関すること 

（５）児童及び乳幼児の緊急一時受入れに関すること 

（６）子育て支援部の所管する施設に設置される避難所の開設、運営及

び支援に関すること 

災対都市整備部 （１）都市計画に関する災害復旧計画及び復興計画の策定に関すること 

（２）民間建築物の被害状況調査に関すること 

（３）応急仮設住宅に関すること 

（４）被災者の住宅の相談、応急融資等に関すること 

（５）建築ボランティアの受入れ、派遣及び活動支援に関すること 

（６）民間建築物の応急危険度判定に関すること 

（７）道路、橋梁りょう等の土木施設の保全、管理及び被害状況調査並びに

当該施設の応急的な復旧に関すること 

（８）緊急啓開路線、区道等の障害物の除去等に関すること 

（９）土木施設管理者及び交通管理者並びに水道、電気、ガス等の事業

者との連絡及び調整に関すること 

（１０）遺体の搬送及び収容に関すること 

（１１）水防対策に関すること 

（１２）がれき集積場所等の確保に関すること 

（１３）水上輸送計画に関すること 

（１４）都市整備部の所管する施設に設置される給水施設の保全、管理

及び運用に関すること 

（１５）都市整備部の所管する施設に設置される避難場所の調査及び保

全に関すること 

（１６）第７号から前号までに掲げるもののほか、土木全般に関するこ

と 

災対会計管理室 （１）災害対策に係る現金の出納に関すること 

（２）災害対策に係る物品の出納保管に関すること 

（３）救援救助物資並びに義援金及び義援品の出納保管に関すること 

災対教育委員会

事務局 

（１）学校児童・生徒及び幼稚園児の保護及び安否確認に関すること 

（２）学校児童・生徒及び幼稚園児の保健相談及びメンタルケアに関す

ること 

（３）教材、学用品等の調達及び配給に関すること 

（４）応急教育の実施計画及び実施場所に関すること 

（５）教育実施者の確保に関すること 

（６）学校の給食及び保健衛生の指導に関すること 

（７）教育委員会事務局の所管する施設の保全、管理、被害状況調査及

び応急措置に関すること 

（８）教育委員会事務局の所管する施設に設置される避難所の開設、運

営及び支援に関すること 

（９）教育委員会事務局の所管する施設に設置される救援救助物資集積

拠点の開設及び運営に関すること 
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（１０）教育委員会事務局の所管する施設に設置される給水施設の保全、

管理及び運用に関すること 

（１１）教育委員会事務局の所管する施設に設置される避難場所の調査

及び保全に関すること 

（１２）校外施設の有効活用に関すること 

（１３）文化財の応急修理及び保全に関すること 

（１４） 関すること 

（１５）東京都教育委員会との連絡及び調整に関すること 

災対区議会事務

局 

（１）  
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資料８

飾区国民保護対策本部及び緊急対処事態対策本部条例

平成１８年３月２９日

条例第５号

（趣旨）

第１条 この条例は、武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（平成 16
年法律第 112号。以下「法」という。）第 31条及び法第 183条において準用する法第 31条の規
定に基づき、飾区国民保護対策本部（以下「保護本部」という。）及び飾区緊急対処事態対

策本部に関し必要な事項を定めるものとする。

（職員）

第２条 保護本部に国民保護対策本部長（以下「本部長」という。）、国民保護対策副本部長（以

下「副本部長」という。）及び国民保護対策本部員（以下「本部員」という。）のほか、必要な

職員を置く。

（組織）

第３条 保護本部に本部長室及び部を置く。

２ 部に部長を置く。

（職務）

第４条 本部長は、保護本部の事務を総括する。

２ 副本部長は、本部長を補佐する。

３ 部長は、本部長の命を受け、部の事務を掌理する。

４ 本部員は、本部長の命を受け、本部長室の事務に従事する。

５ 前各項に定めるもののほか、保護本部の職員は、部長の命を受け、部の事務に従事する。

（会議）

第５条 本部長は、保護本部における情報交換及び連絡調整を円滑に行うため、必要に応じて、

保護本部の会議を招集する。

２ 本部長は、法第 28条第６項の規定により国の職員その他飾区の職員以外の者を前項の会議
に出席させたときは、当該出席者に対し、意見を求めることができる。

（現地対策本部）

第６条 国民保護現地対策本部に国民保護現地対策本部長、国民保護現地対策本部員その他の職

員を置き、副本部長、本部員その他の職員のうちから本部長が指名する者を充てる。

２ 国民保護現地対策本部長は、国民保護現地対策本部の事務を掌理する。

（委任）

第７条 この条例に定めるもののほか、保護本部に関し必要な事項は、飾区規則で定める。

（緊急対処事態対策本部）

第８条 第２条から前条までの規定は、飾区緊急対処事態対策本部について準用する。

    付  則

  この条例は、公布の日から施行する。
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飾区国民保護協議会条例

平成１８年３月２９日

条例第６号

（趣旨）

第１条 この条例は、武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（平成 16
年法律第 112 号）第 40条第 8項の規定に基づき、飾区国民保護協議会（以下「協議会」とい
う。）の組織及び運営に関し必要な事項を定めることを目的とする。

（委員及び専門委員）

第２条 協議会の委員の定数は、５５人以内とする。

２ 専門委員は、当該専門の事項に関する調査が終了したときは、解任されるものとする。

（会長の職務代理）

第３条 会長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員がその職務を代理する。

（会議）

第４条 協議会の会議は、会長が招集し、その議長となる。

２ 協議会は、委員の過半数の出席がなければ、会議を開き、議決をすることができない。

３ 協議会の議事は、出席した委員の過半数でこれを決し、可否同数のときは、議長の決すると

ころによる。

（幹事）

第５条 協議会に、幹事５５人以内を置く。

２ 幹事は、委員の属する機関の職員のうちから区長が任命する。

３ 幹事は、協議会の所掌事務について、委員及び専門委員を補佐する。

（部会）

第６条 協議会は、その定めるところにより、部会を置くことができる。

２ 部会に属すべき委員及び専門委員は、会長が指名する。

３ 部会に部会長を置き、会長の指名する委員又は専門委員がこれに当たる。

４ 部会長に事故があるときは、部会に属する委員又は専門委員のうちから部会長があらかじめ

指名する者がその職務を代理する。

（委任）

第７条 この条例に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長が協議会に諮っ

て定める。

   付  則

 この条例は、公布の日から施行する。
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